
「救急搬送⽀援・情報収集・集計分析
システム（ＯＲＩＯＮ）」について

第56回⼤阪府救急医療対策審議会
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「傷病者の搬送及び受⼊れの実施基準」の策定について

 平成19/20年 年末・年始の⼤阪における搬送先選定困難事例
傷病者の観察・搬送・受⼊れのルールの策定・標準化

 平成21年10⽉ 消防法改正
 平成22年12⽉ ⼤阪府版実施基準を策定

〇緊急性・専⾨性の⾼い傷病者の、迅速かつ適切な医療機関への搬送を
可能にする

〇搬送先選定困難事例を減少させる

 平成26年11⽉ ⼤阪府版実施基準改正
（改正内容︓観察項⽬の⾒直し、⼩児傷病者の基準の追加等）

 平成27年 1⽉ ⼤阪府版実施基準改正 運⽤開始
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ORIONシステム概要
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⽇次⼊⼒⽇次⼊⼒

①ICTを⽤いた病院検索・搬送⽀援①ICTを⽤いた病院検索・搬送⽀援



（活⽤例）
救急懇話会（各圏域）
救急業務⾼度化推進連絡協議会（⼤阪府MC協議会）
（現「救急業務⾼度化推進に関する部会」）

救急告⽰認定の基準の策定
⼤阪府医療計画の策定
三次救急医療体制のあり⽅の検討
⾼齢者救急医療のあり⽅の検討
⼩児外傷救急医療体制の検討
サミット（G20）の医療体制の検討 …等

（その他）
データの第三者提供 4

ORIONデータの活⽤について



救急懇話会等での活⽤例

項⽬ 内容

１．実施基準適合率 救急隊が『傷病者の搬送及び受⼊れの実施基準』に従い、救急活動を⾏った割合

２．陽性的中率と感度 救急隊がある疾患であると判断した中で、実際にその疾患であった割合

３．搬送困難事例発⽣数（率） 医療機関への照会回数別の救急搬送件数

４．圏域外搬送率 他圏域・他府県へ搬送された救急搬送件数

５．応需率（受⼊件数） 各医療機関への『照会回数』に対する『搬送件数』の⽐

６．初診時処置件数 緊急で⾏われた処置の件数

７．転帰 初診時・確定時（２１⽇後）の転帰（死亡・⼊院・転院・退院・外来のみ）

８．外来からの転院・転送率 外来からの転院及び転送の件数と割合

９．現場滞在時間 現場滞在時間の区分毎の救急搬送件数

１０．医療機関リスト適合率 『傷病者の搬送及び受⼊れの実施基準』の緊急度に合致した医療機関を選定できている割合

１１．不搬送率 不搬送の件数と割合、不搬送であった理由別の件数と割合
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＜救急搬送指標（※）＞

（※）救急搬送指標︓救急活動における経時的な指標



救急搬送指標（例）
３．搬送困難事例発⽣数（率）
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三次救急医療体制のあり⽅に関する検討部会（ H28.3~H29.8 ）

【検討項⽬に係るＯＲＩＯＮデータの主な活⽤例】

◆重篤患者の受⼊状況
・救急隊判断による「緊急度⾼」の傷病者搬送先

◆⾼齢者救急
・年代別・圏域別患者分布、初診時転帰

◆⼩児救急
・⼩児患者の初診時転帰

◆外傷センター構想
・診断分類別連絡回数分布
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H27.10〜12



⾼齢者救急医療体制のあり⽅に関する検討部会（H29.12~H30.11）

【検討項⽬に係るＯＲＩＯＮデータの主な活⽤例】

◆⾼齢者救急医療体制
・年齢別・疾病分類別搬送件数
・疾患別21⽇後転帰分布

◆将来の救急搬送数の予測
・年齢別・救急医療機関別（２次・３次）救急搬送数
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2025年予測2017年

〇将来の救急搬送数の予測 ※計算式︓2017年救急搬送数×2025年⼈⼝増減率

〇⼊院を要した疾病分類（2017年）
＜65歳未満＞

＜65歳以上74歳以下＞

＜75歳以上＞



⼩児外傷救急医療体制に関する検討会（H31.2~）

【検討項⽬に係るＯＲＩＯＮデータの主な活⽤例】

◆⼩児外傷救急医療体制
・⼩児救急事案の疾患別件数
・⼩児外傷事案の発⽣数（圏域別・年齢別・覚知時刻別等）
・⼩児外傷事案の受⼊要請回数（時間別）

S00～S09 頭部外傷
S10～S39 体幹部外傷
S40～S99 四肢外傷
T00～T09 多部位の損傷
T10～T13 四肢外傷
T14 部位不明の損傷 （参考）

T15～T19 異物 627
T20～T32 熱傷／腐食 471
T33～T35 凍傷 0
T36～T65 中毒 366

頭部外傷
ICD‐10コード ： S00～S09

N＝8,099（56.1％）

四肢外傷
ICD‐10コード ： S40～S99 , T10～T13

N＝4,138（28.7％）

四肢／頭部外傷以外
ICD‐10コード ： S10～S39 , T00～T09＊） , T14

N＝2,194（15.2％）

外傷
ICD‐10コード ： S00～T14

N＝14,431
（ICD‐10コード入力のある小児救急事案の34％）

T15～は、今回の

検討対象に含めず

＊）４桁コードで「四肢」「頭部」が明確にされているものは、

それぞれ「四肢外傷」「頭部外傷」に分類
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今後のORIONデータの活⽤に向けて

●実施基準の改正

＊疫学的観点からの解析結果に基づき、改正（案）
を策定の上、救急医療対策審議会に諮問する。

●疫学的観点からの実施基準の解析

＊医学部を有する府内5⼤学等と協⼒し、収集した
ビックデータを解析。

●実施基準の次期改正に向けた基盤
の構築

＊研修会等を通じて、消防機関・医療機関へ
実施基準の周知

＊各医療圏での実施基準にかかる検証体制の構築

◆⼤阪府における傷病者の搬送と受⼊れの実施基準にかかるPDCAサイクル

●実施基準改正に必要なデータ収集

＊府内で統⼀したデータ収集へ向けた周知
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ＯＲＩＯＮデータの利活⽤に関する検討体制について

・ＯＲＩＯＮデータの利活⽤に関する検討体制として、平成26年11⽉の第47回の本審議会において
設置の⽅向性を報告し、平成27年8⽉に「救急搬送⽀援・情報収集・集計分析システム（ＯＲＩＯ
Ｎ）収集データ利活⽤検討ワーキンググループ」（データWG）を設置。

・主な業務として、ＯＲＩＯＮデータの第三者提供のルールの策定や実施基準の検証についての検
討を担ってきた。

・平成30年度には、ＯＲＩＯＮデータの第三者提供を開始し、また、全圏域を対象に実施基準の講
義や模擬検証を実施するなど、主な業務についての⼀定の枠組みを構築、関係機関への周知によ
り、その役割が終了した。

（主な取組み内容）

・今後は、ＯＲＩＯＮデータの収集や解析、第三者提供・実施基準の運⽤等に関して、より専⾨的
な検討が必要となってくることから、本データＷＧの業務内容やメンバーを整理した上で、新た
なＷＧに改編する。 11

年度 主な取組み
平成27年度 実施基準の周知、各圏域での取組みの共有
平成28年度 第三者提供の基本⽅針の策定、各圏域での実施基準検証の⽅法を共有
平成29年度 救急搬送指標の策定、第三者提供のルール策定
平成30年度 ＯＲＩＯＮの第三者提供開始、実施基準の講義・模擬検証の実施



ORION及び実施基準に係る検討体制

⼤阪府救急医療対策審議会

ORIONデータ利⽤の
審査に関する部会

⼤阪府傷病者の搬送
及び受⼊れの実施基準
に関する検討部会

救急業務⾼度化推進
に関する部会 保健医療協議会（各圏域）

・ORIONデータの
第三者提供に関する審査

・⼤阪府が⾏う研究の
倫理審査

・実施基準の改正に
関すること

MC協議会（各圏域）

・ＯＲＩＯＮデータの収集・解析
・ＯＲＩＯＮデータの第三者提供の運⽤
・実施基準の運⽤

等

救急懇話会（各圏域）

「ORION収集データ利活⽤検討WG」
⇒新たなＷＧに改編

報
告
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・救急活動に関する
事後検証体制の運営

報
告


